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１	 国による本格的な緊急支援物資の支援は2016年5月13日に終了し、それ以後は熊本県主体で緊急支
援物資の供給が行われている。
大地震発生後のプッシュ型緊急支援物資の供給の
在り方に関する考察
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１．序論
　国や地方行政団などが行う防災対策は、災害発生前に備えをする事前対策、発生直後の
初動、ライフラインの復旧、復興などの事後対策に分類することができる。防災対策とし
てはすべてが重要となるが、本研究では発生直後の初動を中心に考察することとする。大
震災の発生や直接的な被害の予測あるいは地震による人口構造物の倒壊や二次災害の研究
は自然科学の分野であり、社会科学の分野ではない。そこで、本研究では「日本において
は大地震がどこでいつ発生しても不思議ではない」という前提に立ち、大震災発生直後の
支援の在り方を考察対象とする。ライフラインの復旧や復興に関しては、国や地方行政団
体などが多くの実績を残しており、本研究の研究対象からは外すこととする。
　2016年の熊本地震では、被災地へニーズ予測に基づき物資を供給するプッシュ型緊急支援
が行われた。大地震直後は、地方自治体と交通・通信インフラが被災し、正確な情報把握が
困難となり、行政や物流などの機能が一時的に麻痺することが多い。2011年の東日本大震災
の教訓から、大地震直後に、被災地方自治体のみでは必要な物資を迅速に被災者に提供する
ことは困難となると国が判断し、国が被災都道府県からの救援要請を受ける前に、緊急支援
物資を被災都道府県への輸送を行うようになった。熊本地震では、大地震が発生してから２
日目でプッシュ型緊急支援物資の供給が行われ、そして４日目以降はプル型に移行した１。
　大震災発生後には様々な物資の供給と支援の提供が必要となる。しかし、大地震発生直
後には、行政機能や交通・通信インフラの麻痺などによって、被害が拡大することがある。
東日本大震災の時には、被災エリアと津波による被害が甚大で、プル型の緊急支援物資供
給では緊急支援物資が被災者に届かない状況が長く続いた。熊本地震では、国は迅速にプッ
シュ型緊急支援物資供給を実施したが、一次集積地（県）において物流およびそれに付随
する機能（受領、荷役、保管、仕分け、配送、データ管理）が稼働するまでに相当程度の
日数が必要となり、迅速に被災者に緊急支援物資を供給することはできなかった。
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２	他にも、噴火に伴う溶岩や火山ガスあるいは地震を感知した時のショックなどによって死に至る場合もある。
　大震災発生後の数日間は、具体的にどこで誰が何を必要とし、どのようにそれらを必要な人
に提供することが困難になる。そのような状況では、被災地域の外側から、大量かつ多様な物
資が搬入されたとしても、情報不足あるいは経験不足によって、必要な物資が必要な人々に迅
速に提供されることはあまり期待できない。そこで、本研究では大地震発生直後のプッシュ型
緊急支援物資の支援の在り方について考察を行う。大震災発生後の72時間以内に限定した上
で、迅速かつ適切な必要物資と支援の提供のために、サプライチェーン・マネジメント（Supply	
Chain	Management;	SCM）の考え方を応用し、減災に貢献することを目的としている。
２．大地震における減災対策の重要性
　災害対策基本法によると、防災とは「災害を未然に防止し、災害が発生した場合におけ
る被害の拡大を防ぎ、及び災害の復旧を図ること」とされている。日本において防災の中
心的な機関である「中央防災会議」が防災基本計画を策定し、指定行政機関の長又は指定
公共機関が防災基本計画に基づきその所掌事務又は業務に関する具体的な防災業務計画を
策定する。
　大地震が人に対して与える被害には直接的なものと間接的なものがある。この場合の直接
的なものは、振動の大きさあるいは溶岩や火山ガスなどによって生み出されるものに加えて、
地震直後に発生した人工物の倒壊や雪崩・土砂崩れなどの自然現象を指すものとする２。こ
れらの中には、回避可能なものと不可能なものがある。現時点の科学力では地震自体の発生を
止めることや弱めることは不可能である。しかし、地震発生メカニズムの分析や歴史的なデー
タを基に巨大地震の発生とその被害を推定することが進められている。そして、センサーなど
を用いて地震の予兆現象を迅速に捉え、ICTを活用した情報伝達などが試みられている。さら
に、岩手県宮古市の田老地区のように、防災集団移転促進事業による大規模なまちづくりなど
によって、災害に対する備えを強化することも可能である（写真）。このように大地震の直接的
な被害の中にもある程度は回避可能になっているものもある（図表１）。
写真：岩手県宮古市田老地区の被災状況と復興状況
左は震災遺構のたろう観光ホテル
右は防災集団移転促進事業による進行中の復興まちづくり
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３	大災害発生後に、被害を減らすために、事後的に様々な法制度や施策などが実施されている。災
害種別の事前対策に関する法制度をまとめたものとして、前川裕介（2015）「既往災害と防災・減災
に係る法制度・施策の系譜」『都市計画』64（6），8-15、がある。
　大地震の間接的な人への被害としては、大地震からしばらく経過してから発生する火災
や土砂災害などの二次災害がある。震源が海底や遠隔地で発生した大地震によって発生す
る津波被害などもこの典型と言える。これら間接的な被害の中にも、構造的に回避可能な
ものと不可能なものがある。巨額の投資および膨大な時間と労力を投入することによって、
現時点では回避不可能と思われるものでもある程度は回避可能とすることはできる３。し
かし、本研究では、労力（人）、投資（金）、時間には厳しい制約があることを前提に、現
時点でできることに焦点を絞っている。したがって、本研究が研究対象とする被害は、間
接的かつ回避可能なものである。
　阪神淡路大震災では大地震発生と同時に建物の倒壊などによって大きな被害が発生した。
それに対し、関東大震災や東日本大震災の場合は火災や津波による二次被害による死者が
多数を占めた。大地震の被害のピークは必ずしも直後ではなく、時差を持って現れるこ
とが多い（図表２）。東日本大震災や熊本地震に関しては、避難者の数は本震から数日か
ら１週間後にピークを迎えている。その主な理由として救援活動の進展により取り残され
ていた被災者の保護や避難所に関する情報の伝達などによる効果などが影響していると考
えられる。さらに、度重なる余震による建物への影響あるいは生活物資の不足や心理的な
不安なども避難者が日増しに増加する要因となっている。そこで、本研究では、大地震発
生直後から72時間以内の情報収集・発信と緊急支援物資の補給の在り方を考察することに
よって、間接的な被害を効果的かつ効率的に回避することを目指す。
図表１　被害の分類
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３．大地震発生時の緊急支援物資の基本的な供給体制
　大地震発生後、緊急支援物資の供給体制は被災者あるいは被災市町村からの要請に基づき、
支援側が供給を実行することが基本である。主な流れとしては、被災市町村が被災者にとって
必要な緊急支援物資をとりまとめ、被災県に要請する。被災県が被災市町村からの支援要請を
とりまとめ、指定地方行政機関（内閣府などの指定行政機関の地方支分部局）に緊急支援物
資の供給を要請するのである（図表３）。しかし、大地震直後には交通弱者兼情報弱者の数が
急増し、交通弱者兼情報弱者が単独で支援要請や避難所への非難が困難となり、取り残され
ることが多い。さらに、大地震直後には市町村の行政機能が麻痺することが多く、行政機関に
要請した緊急支援物資が迅速に供給されることを期待することはできないので、被災者あるい
は被災市町村（県）がメーカーや小売・卸売りなど流通在庫を抱える民間企業に直接支援を要
請することもある。被災地への緊急支援物資の供給は被災地からの要請を受けてから行われ
るのが原則であり、被災者への緊急支援物資供給のリ ドータイムは初動から遅れることになる。
図表２　大震災発生後の被害状況の推移
図表３：緊急支援物資要請依頼の主なパターン
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４	詳しくは、苦瀬　博仁・渡部　幹（2015）「大規模災害に備えた緊急支援物資の供給システムの構築」
『都市計画』64（6），68-71、を参照されたい。
　被災地外からの緊急支援物資は、基本的には、最初に、一次集積地に運ばれ、そこで二
次集積地向けに仕分けされ、輸送される（図表４）。二次集積地では緊急支援物資の判別・
登録・在庫に関するデータ管理が行われ、市町村やボランティアなどが把握した避難所あ
るいは被災者の状況やニーズに合わせて、緊急支援物資の供給が行われる。市町村や県が
非常時用に備蓄している物資もあるが、大地震の発生直後には、被災地では生産・流通機
能が滞り、大量かつ迅速な緊急支援物資の提供が必要になるので、プッシュ型緊急支援物
資供給の在り方が重要となる。現時点のプッシュ型緊急支援物資供給は国が一次集積地に
輸送するのが中心であるが、大地震発生直後に一時的に機能が麻痺した被災市町村や被災
都道府県の一次集積地や二次集積地を中抜きし、国や被災都道府県が、直接、緊急支援物
資を二次集積地や避難所に輸送できる体制作りを検討すべきである。
　すべての被災者あるいは被災自治体が迅速に支援を確実に要請できるわけではないし、
仮に要請できたとしても、必要な物資が適切なタイミングと状態で届けられることは担保
されていない（図表３と４）。苦瀬・渡部（2015）では、東日本大震災において一部の地
域に物資がなかなか届けられなかった理由を以下のように整理している４。
　①　津波で店舗の在庫および家庭や施設の備蓄がゼロになった。
　②　データの紛失で、発送先が不明になった。
　③　広範囲に被災し、物資が不足した。
　④　トラック、運転手、燃料不足で輸送はできなかった。
　⑤　荷役作業の知識不足で、物資の仕分け作業が遅れた。
大地震発生時には、平常時の機能すら確保できない状態になり、指揮系統が混乱し、サプ
図表４：緊急支援物資供給の主なパターン
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５	詳しくは、田中照久（2012）「緊急支援物資ロジスティクスシステムの構築に向けて：東日本大震
災の事例からの教訓」『日本情報経営学会誌』	32（2），20-32、を参照されたい。
６	その際に、被災地内の備蓄、被災地外からの供給をどのように組み合わせるかを検討することが
必要となる。詳しくは、洪京和・矢野裕児（2012）「緊急救援物資の調達、供給ルート別にみた供給
状況と需給バランスからみた課題：東日本大震災における茨城県での対応に関する分析」『物流問題
研究』57，62-76、を参照されたい。
７	おり、詳しくは、越野修三（2012）『東日本大震災津波　岩手県防災危機管理監の150日』ぎょうせい、
p.11を参照されたい。
８	詳しくは、ロバート・エルドリッヂ編（2016）『次の大震災に備えるために』近代消防社、p.111−
116、を参照されたい。
ライチェーンが機能不全となる５。災害時においては、時間の経過とともに変化する必要
な緊急支援物資をどのように調達・供給していくかが重要となる６。
４．プッシュ型緊急支援物資供給の在り方について
　大地震によって、交通・物流・情報・電力などのインフラが被災し、市町村機能が麻痺し、
被災者への緊急支援物資のサプライチェーンが機能不全に一時的に陥ることがある。さら
に、二次集積地が緊急支援物資を受け入れ、被災者に供給できるようになるまでには数日
単位で時間が必要となる。したがって、大地震が発生した際には、緊急支援物資の支援要
請と供給の時間差を考慮した対応が必要になる。二次災害などを含めた震災の規模が大き
く、そして被災エリアが広範囲に及ぶ場合や原子力発電所などの重要施設がある場合には、
相当程度のプッシュ型の緊急支援物資の供給が必要となるであろう。ただし、プッシュ型
の支援体制は、原則として、被災市町村や被災都道府県の機能が麻痺している間に限られ
るものである。
　東日本大震災発生直後の岩手県の対応は迅速に行われた。その背景には、自衛隊との迅
速かつ綿密な連携があった。自衛隊は非常呼集の発令を発災直後に行っており、被災自治
体からの支援要請を受けた後の迅速な支援計画の策定が防災につながった。発災時の岩手
県では自衛隊出身の越野修三氏が防災危機管理監として任命されており、情報不足の状況
下で、「最善はない。空振り覚悟で判断し、すぐに行動に移せ。見逃しは許されない。」と
いう姿勢の下で、自衛隊と連携が可能となっていたことが大きかった７。
　自衛隊以外にも、消防、警察、DMAT（災害派遣医療チーム）などからの支援も災害
の規模拡大を防止するのに不可欠である。さらに、大災害発生直後には、米軍を始めとし
た海外からのレスキュー隊からの支援が人命に直結することがある。これらの外部機関と
の連携が円滑に進むかどうかは、事前のコミュニケーションと支援拠点等の計画に関わっ
ている部分が大きい８。
　大震災の中でもその規模によって、プッシュ型の支援の在り方は異なる。例えば、複数
の市町村が壊滅的な被害を受けた場合には、被災都道府県が機能している状態ならば、被
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災都道府県がプッシュ型の緊急支援物資を二次集積地あるいは、必要に応じて、避難所ま
で行うことを考慮に入れるべきである。被災都道府県も機能不全あるいは複数の都道府
県が壊滅的な被害を受けた場合は、国が緊急支援物資を一次集積地に緊急輸送することに
なっているが、必要に応じて、二次集積地あるいは避難所まで直接行うことを考慮に入れ
るべきである。一次集積地および二次集積地が機能するまでの時間に加え、一次集積地を
経由することによって、初動が遅くならざるを得ないからである。被災直後は、支援物資
供給に従事できる人員が不足するので、緊急支援物資を被災地外から二次集積地や指定避
難場所などに直送し、荷卸し・仕分け・積載などを極力省くことが必要となる。被災地の
状況と事前の協定に基づいて、国や被災都道府県が直接かつ迅速に被災地の避難所にまで
届けられるプッシュ型緊急支援物資供給の体制作りを進めるべきである。
　緊急支援物資の輸送体制と同様に被災地に何を運ぶかも重要となる。被災者が必要なも
のを適切なタイミングと状態で、十分な数量を提供しなければならない。実際の支援の際
には、数量、内容、タイミングなどで大きな需給ミスマッチが発生することが多い。支援
する側が被災地に、必要な物資だと推測し、役立たない物資を大量に送り込んでいるケー
スが過去にあった。1995年の阪神淡路大震災は、甚大な被害を及ぼしたが局地的な地震で
あり、周辺自治体からの支援物資が大量に被災地に送り込まれた。その結果、一次集積地
（県）と二次集積地（集積地）には大量の物資が余り、最終的には処分せざるを得ない状
況になった。さらに、情報化社会の中では、様々な情報が様々なメディアを通して拡散し、
一部が残り続ける。不正確な情報や古い情報が実際に緊急支援物資の供給の際には足かせ
となることがある。支援物資を大量に処分せざるを得ない状況に陥ることもあるので、物
資の流入制限は不可避である。
　正確な被災者のニーズを迅速に把握することが望ましいが、そのようなことは大地震発
図表５　多様なプッシュ型緊急支援物資
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９	例えば、カップラーメンを送っても、お湯が手に入らない状態ならば、飲食することはできない。
詳しくは、矢野裕之（2015）「大規模震災時における支援物資ロジスティクス」『倉庫』2015年度（2），
50-61、を参照されたい。
10	協定内容が曖昧なことが多い一方で、責任があるので、リスクとして捉えられることがある。詳
しくは、新建新聞社（2014）「前例のない広域大災害だった3.11：緊急支援物資輸送に業界が総力を
結集」『リスク対策.com』41，28-32、新建新聞社（2014）「協定の結び方	自宅避難者の支援も：協定
で官民の役割を問う」『リスク対策.com』41，16-19、新建新聞社（2014）「自治体の協定	実効性の確
保を重視：協定データベースの構築など」『リスク対策.com』41，16-27、新建新聞社（2014）「前例
のない広域大災害だった3.11：緊急支援物資輸送に業界が総力を結集」『リスク対策.com』41，28-32、
新建新聞社（2014）「東日本大震災時の建設業の応急対応：緊急輸送路確保から腐敗魚の投棄まで：
宮城県建設業協会、株式会社橋本店」『リスク対策.com』41，33-37、を参照されたい。
生直後には極めて困難である。現実的には、被災状況の事前のシミュレーションと災害協
定の締結を通し、大地震発生直後に必要な緊急支援物資の供給が実行できるようにしなけ
ればならないであろう。具体的には、被災の度合いに基づいて、発災直後、どのような物
資がどの程度必要になるかをシミュレーションし、国、都道府県、民間企業と提携し、必
要な緊急支援物資が必要な場所に迅速に届けられるように準備しておくのが望ましい。
　大震災発生直後には、被災者が必要とする物資をセット化して、二次集積地や避難所（あ
るいは自宅）にまで輸送する必要が生じる９。最初に、水と食料は生命維持のために不可欠
である。さらに、調理するための器具や燃料も欠くことはできない。応急セット以外にも、
特殊な薬や治療などが必要な人もいる。熊本地震の時には、医薬品の供給は円滑に行われて
いた。発生直後から、熊本県は医薬品卸各社に24時間体制での対応を依頼していた。当初は、
避難所の仮設調剤所からの発注を熊本県薬対策本部で集約し、卸に発注していたが、誤発注
の多さから、仮設調剤所から直接発注する仕組みに切り替えた。全国からの支援によっても、
比較的早い段階で医薬品の供給が可能となった。今日は情報化社会であり、IP無線機、発電
機（蓄電池）、情報端末などを直後に提供することによって、被災地の正確な情報を迅速に
把握できるようになり、被災自治体の行政機能回復や円滑な支援につながると期待される。
　大地震発生後に、被災地外から緊急支援物資が被災地に届くまでには相当程度のリードタ
イムがかかるので、大地震発生時に、被災地内の流通在庫を最大限活用できる仕組みを整え
ることも有効な対策である。大震災発生時、小売の事業者には、保有している在庫を協定に
基づきあるいは自主的に提供しているものもあった。コンビニやスーパーなどはチェーン展
開しているものが多いが、本部との協定では即効性や実効性に疑問が残る部分がある10。親
会社やフランチャイザーとの協定も必要であるが、大地震発生直後には被災地内に流通在庫
を有する店舗やフランチャージー（加盟店）との直接的な協定が効果を発揮するであろう。
５．結論
　本研究では、大地震発生直後の被災者への緊急支援物資の供給体制について考察した。
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大地震発生後に各種インフラおよび被災市町村・都道府県の行政が機能を回復するまでの
数日間、すなわち、被災市町村・都道府県から具体的な支援要請が届く前までは、国や被
災都道府県が二次集積地や避難所（あるいは被災者宅）にプッシュ型で緊急支援物資セッ
トを迅速に供給できる体制を考慮すべきである。プッシュ型緊急支援物資供給を行う際に
は、事前に、被災者ニーズをある程度シミュレーションしておくこと、そして国、都道府
県、民間企業と災害協定を結ぶことが必要となる。特に、被災地内にある小売りなどと災
害協定を締結し、流通在庫を活用できるようにしておくことが今後の課題となるであろう。
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